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◇第40回通常総会 　・ 会員数漸減傾向への対策

　効率的な事業運営、会員増に向けた新しい取り組みを実施する。

　内容を詳しくお知りになりたい方は、「2010年度事業計画

（案）※1」「2010年度事業計画（案）説明資料※2」をご覧ください。

■ 第2号議案：2010年度収支予算案承認の件

　林事務局長より、第1号議案の事業計画を実行するための

予算案について説明を行い、2010年度は当面、以下の予算規

模で事業が展開されることになりました。

　・ 事業活動収入予算　

　　　　481,000,000円（前年度比 ▲23,000,000円）

　・ 事業活動支出予算

　　　　453,000,000円（前年度比 ▲64,000,000円）

◇第41回通常総会

■ 第1号議案：2010年度事業計画案承認の件

　2010年度の事業計画について、事務局長の林宏信より、以下

の全体的な説明を行いました。

　・ これまでのIPアドレス事業、インターネット基盤整備事業の二事業体

　　制を継続しつつ、IPアドレス事業ではIPアドレス事業料金体系の見

　　直しの検討と準備を行う。インターネット基盤整備事業では、時期が

　　迫るIPv4アドレス在庫枯渇に関する情報提供等にさらに注力する。

　・ 法人全体に関わる課題として、新たな公益法人制度に対してJPNIC

　　の方向性を明確にすること、および漸減傾向が続く会員数を念頭に

　　置き、会員の満足度向上、会員増につながる事業運営をめざす。

　また各事業部から、以下をポイントとした事業内容について、そ

れぞれ説明を行いました。

【IPアドレス事業】

　・ IPアドレス事業料金体系の見直し

　2008年度の料金体系一部見直しに際して総会で言及し

た、歴史的PIアドレスへの課金も含めた抜本的な料金体系

を検討することを踏まえ、2011年度実施をめざしてIPアドレ

ス事業料金体系見直しに取り組む。

　・ IPv4アドレス在庫枯渇期に備えた新サービスの検討

　IPv4アドレス在庫枯渇後には、アドレスハイジャック等経路セキュリ

ティへの脅威が増すと予測されているため、その対策としてルーティン

グセキュリティ関連の技術や制度についての調査、検討に取り組む。

【インターネット基盤整備事業】

　・ IPv4アドレス在庫枯渇対策

　関係諸団体と連携しながら、引き続き対応策についての

情報提供および普及啓発活動を実施する。

JPNIC通常総会報告 
～2010年度事業計画・収支予算、
　2009年度事業報告・収支決算、新役員のご紹介～
2010年3月12日（金）に、第40回通常総会を東京ステーションコンファレンスにて、また6月18日
（金）には、東京飯田橋のホテルメトロポリタンエドモントにて、第41回通常総会を開催いたしまし
た。本稿では、それぞれの総会における議案ならびに承認された内容を、簡単にご紹介します。

Ⅰ 事業活動収支の部
　1.事業活動収入
　　①特定資産運用収入
　　　減価償却引当資産利息収入
　　　   インターネット基盤整備基金資産利息収入
　　②会費収入
　　　会費収入
　　③事業収入
　　　   インターネット基盤整備事業収入
　　　ＩＰ事業収入
　　④雑収入
　　　受取利息収入
　　　受取配当金収入
　　　雑収入
　　　事業活動収入計
　2.事業活動支出
　　①事業費支出
　　　インターネット基盤整備事業費支出
　　　ＩＰ事業費支出
　　②管理費支出
　　　管理費支出
　　　事業活動支出計
　　　事業活動収支差額小計
　　　法人税等の支払額
　　　事業活動収支差額
Ⅱ 投資活動収支の部
　1.投資活動収入
　　①特定資産取崩収入
　　　減価償却引当資産取崩収入
　　　投資活動収入計
　2.投資活動支出
　　①特定資産取得支出
　　　インターネット基盤整備基金資産取得支出
　　　減価償却引当資産積立支出
　　②固定資産取得支出
　　　建物付属設備取得支出
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Ⅲ 財務活動収支の部
　1.財務活動収入
　　財務活動収入計
　2.財務活動支出
　　財務活動支出計
　　財務活動収支差額
Ⅳ 予備費支出
　　当期収支差額
　　前期繰越収支差額
　　次期繰越収支差額
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収 支 計 算 書
2009年4月1日から2010年3月31日まで （単位：円）

決算額 差異

■ 第1号議案：2009年度事業報告案承認の件

　2009年度においても、IPアドレス事業、インターネット基盤整

備事業による二事業体制が継続され、重点的に取り組んだ二

事業共通の課題は、「IPv4アドレス在庫枯渇問題への対応」と

「電子証明書を用いた指定事業者認証サービスへの移行推

進」でした。また、新しいトップレベルドメインに関しても対応・検

討を実施しました。 全体の説明は林事務局長が、IPアドレス事

業については伊勢IP事業部次長、インターネット基盤整備事業

については前村インターネット推進部長が、主な事業に関する

報告を行い、原案のとおり承認されました。

す。2009年度の事業活動収入の合計は、516,348,842円、事業

活動支出は479,610,836円で決算されました。

■ 第2号議案：2009年度収支決算案承認の件

　第1号議案で説明した事業に基づく収支決算を示すもので

※1 2010年度事業計画（案）
　　http://www.nic.ad.jp/ja/materials/general-meeting/20100312/shiryou2-1.html

※2 2010年度事業計画（案）説明資料
　　http://www.nic.ad.jp/ja/materials/general-meeting/20100312/shiryou2-2.html
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■ 第4号議案：役員選任の件

　今後約2年間JPNICの運営を担うこととなる役員が選任され

ました。今回の理事候補については、17名の候補者のうち15名

が前期理事会からの推薦、また2名がJPNIC会員から推薦さ

れた候補者でした。監事候補者2名に関しては、両名とも理事

会からの推薦となりました。候補者数が、定款で定める定員20

名以内であったため信任の投票を行い、全候補者が選任され

ました。なお、総会終了後に引き続き理事会が開催され、役員

間での役割が決められました。

JPNIC通常総会報告 ～2010年度事業計画・収支予算、　　　　　　　　2009年度事業報告・収支決算、新役員のご紹介～

■ 第3号議案：IPアドレス等料金体系見直しの件

　IPアドレス等の料金体系を見直して改定すること、および

この案を2011年度から施行するために必要な諸作業を進

めていくことについて審議がなされました。

　しかしながらその結果、今回の総会では決議を見送ること

と、いただいたご指摘、ご意見、修正のご提案等を勘案した

上で、今後慎重に検討し、2010年12月に開催予定の総会に

整理した形で、議案として再提案することが、賛成多数で可

決されました。

　今回の提案内容を原案としつつも、あわせて今後、再度皆

様からのご意見を拝聴し、議論を重ね、皆様にご納得いただ

ける内容をめざし、提案を作成いたします。その上で、あらた

めてご判断を仰がせていただきたいと考えております。

荒野 高志
・ ITホールディングス（株）
執行役員　事業推進本部長

・ 分野担当（IPv4アドレス在庫枯渇・IPv6推進）

（理事会推薦）

歌代 和正
・ 一般社団法人JPCERT
コーディネーションセンター
代表理事

・ 資産運用委員会委員　・ 分野担当（セキュリティ）

（理事会推薦）

鈴木 幸一
・ （株）インターネットイニシアティブ　
代表取締役社長

・ 有識者（ビジネス）

（理事会推薦）

山口 英
・ 奈良先端科学技術大学院大学
情報科学研究科　教授

・ 分野担当（公益法人改革）

（理事会推薦）

山田 茂樹
・ 国立情報学研究所
学術ネットワーク研究開発センター長・教授

・ 分野担当（非営利・地域）

（理事会推薦）

村井 純
・ 慶應義塾大学　環境情報学部長　教授

・ 有識者（学術）

（理事会推薦）

大町 隆夫
・ NECパーソナルプロダクツ（株）　技術主幹　
（兼）NECパーソナルソリューション企画本部
エグゼクティブエキスパート

・ 人事委員会委員

（理事会推薦）

香川 進吾
・ 富士通（株）
ネットワークサービス事業本部長
（兼）映像ネットワークサービス事業部長

（理事会推薦）

成田 伸一
・ （株）ASJ
執行役員 社長室長

（理事会推薦）

小林 洋
・ KDDI（株）
運用統括本部長

・ 資産運用委員会委員・ 分野担当（新技術）

（理事会推薦）

佐野 晋
・ （株）日本レジストリサービス
代表取締役副社長

・ 執行理事　・ 人事委員会委員　
・ 分野担当（インターネットガバナンス、広報教育）

・ 執行理事　・ 人事委員会委員　
・ 分野担当（IP、IPv4アドレス在庫枯渇・IPv6推進）

（理事会推薦）

岡田 雅也
・ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）
プラットフォームサービス部
プラットフォームビジネス部門　担当部長

（理事会推薦）

石田 卓也
・ （株）イプリオ 
代表取締役社長

・ 分野担当（非営利・地域）

（会員推薦）

伊藤 公祐
・ （株）ユビテック
　システムソリューションタスク　シニアコンサルタント

（理事会推薦）

宇井 隆晴
・ （株）日本レジストリサービス　
広報宣伝室　室長

・ 資産運用委員会委員

（会員推薦）

丸山 直昌
・ 統計数理研究所　
データ科学研究系　准教授

（理事会推薦）

・ 執行理事　・人事委員会委員
・ 分野担当（インターネットガバナンス、DRP）

◆ 理事

◆ 監事

・ 分野担当（ドメイン名）

※役職順に50音順、
　　　　　内が所属、
　　　　　内がJPNIC内での分担
※所属は2010年7月2日時点

役 員 紹 介

■ 役員信任投票については、立会人による確認の元で開票作業が行われました

■ 総会会場の様子■ JPNIC後藤滋樹理事長より、開会に先立ち挨拶がありました

◇　　　　　　◇　　　　　　◇

なお、第 41 回総会の資料と議事録は、次のページで公開しておりますので、こちらもあわせてご覧ください。

http://www.nic.ad.jp/ja/materials/general-meeting/20100618/

後藤 滋樹
・ 早稲田大学　理工学術院　
基幹理工学部　情報理工学科　教授

・ 執行理事　・ 人事委員会委員

（理事会推薦）

江崎  浩
・ 東京大学大学院　
情報理工学系研究科　教授

（理事会推薦）

◆ 理事長 ◆ 副理事長

・ 執行理事　・ 人事委員会委員　
・ 分野担当（新技術）

野村 純一
・ 大明（株）　取締役常務執行役員
持株会社設立準備室担当

・ 執行理事　・ 人事委員会委員

（理事会推薦）


